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新型コロナウイルス感染症蔓延による都道府県民健康・栄養調査への影響

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会報告
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目的 新型コロナウイルス感染症の蔓延により2020年度および2021年度の国民健康・栄養調査が中

止され，都道府県の調査も中止または延期が予想されたため，日本公衆衛生学会公衆衛生モニ

タリング・レポート委員会生活習慣病・公衆栄養グループでは都道府県民健康・栄養調査の実

施状況を調査し，公衆衛生施策立案のために必要なデータ収集の現状と課題を検討した。

方法 47都道府県の調査担当者を対象に，郵送もしくは電子媒体による自記式質問紙調査を実施し

た。

結果 47都道府県（回収率100）から回答が得られた。健康・栄養調査を実施しているのは44自

治体（93.6）であった。新型コロナウイルス感染症の影響から2020年度調査予定の18自治体

のうち「予定通りの内容で実施した」は 2（11.1）「中止した」は16（88.9）であった。

2021年度調査予定の31自治体のうち「予定通りの内容で実施した」は 4（12.9）「内容を一

部変更して実施した」は 5（16.1）「中止した」は22（71.0）であった。今後の調査方法に

ついて，身体状況調査実施の32自治体のうち「変更する予定はない」は 6（18.8）「未定」

は18（56.3）であった。栄養摂取状況調査実施の40自治体のうち「変更する予定はない」は

12（30.0）「未定」は19（47.5）であった。2 か年とも調査を中止した13自治体の各種計画

評価は「各種計画期間を延長する」8（61.5）「その他」7（53.8）であった。2 か年に調査

を中止または延期した38自治体のうち，各種計画評価に関する問題点は「調査法の変更に伴う

経年評価が不可能になる」「コロナ禍でのライフスタイル変化の影響が想定される」「評価に影

響はないが評価期間が短縮となる」「国民健康・栄養調査中止により全国比較が不可能である」

等があげられた。

結論 都道府県健康増進計画等の評価のため，ほとんどの自治体が都道府県民健康・栄養調査を実

施していた。また，全国比較ができるよう国民健康・栄養調査と同じ方式で実施する自治体が

多かった。新型コロナウイルス感染症の影響により，国民健康・栄養調査と同様に調査を中止

する都道府県が多く，今後の調査も未定と回答する自治体が多かった。

Key words都道府県民健康・栄養調査，新型コロナウイルス感染症，国民健康・栄養調査，都道

府県健康増進計画
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 緒 言

都道府県が実施する都道府県民健康・栄養調査

は，地方自治体における健康施策の立案や評価のた

めの重要な基礎データである。とくに健康日本21

（第二次）1)では，地方計画の評価，見直しにその活

用が期待され2)，方法については，厚生労働科学研
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究の成果として，マニュアル等多くの資料が提供さ

れてきた3,4)。そのため，都道府県民健康・栄養調

査でも，国民健康・栄養調査に準じる調査を実施す

る，またはそのデータの一部または全部を使用する

自治体が多い5)が，実際には，調査方法や調査結果

の利用実態は，都道府県によって異なっている。そ

のため，日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・

レポート委員会生活習慣病・公衆栄養グループで

は，これまで都道府県民健康・栄養調査の実施状況

についてモニタリングを行い，報告を行ってき

た6～8)。

新型コロナウイルス感染症の蔓延により，2020年

度と2021年度の国民健康・栄養調査が 2 年連続中止

となり，調査開始以降初めて全国的な中止となっ

た。この状況下で，都道府県民健康・栄養調査も中

止または延期となった都道府県が多いことが予想さ

れ，都道府県民健康・栄養調査の実施または計画状

況を把握し，現状を広く共有することは，各都道府

県の公衆衛生施策立案，ひいては各都道府県民さら

に国民の健康に裨益すると考えた。

そこで，本研究では，新型コロナウイルス感染症

蔓延の影響は，集合形式や対面方式，電話や質問紙

調査法といった調査方法により，その程度や種類が

異なると仮定し，まず，直近の都道府県民健康・栄

養調査の実態を調べ，次に，新型コロナウイルス感

染症蔓延がその調査の実施または計画に与えた影響

について検討した。

 方 法

. 対象と方法

2021年 9 月に全国47都道府県の健康増進・栄養主

管部（課）宛てに調査用紙を郵送し，健康・栄養調

査の担当者に記入を依頼した。調査対象庁内での手

続き期間も考慮して 2 週間後を目処に回収した。ま

た，調査票は電子データによる回答も可能とした。

. 質問項目

1) 回答者の基本属性

回答者の基本属性として，回答者の所属部署およ

び担当者氏名，連絡先を尋ねた。

2) 都道府県民健康・栄養調査の実施状況

都道府県民健康・栄養調査について，直近に調査

した年度を尋ねた。調査項目は「身体状況調査」，

「栄養摂取状況調査」，「生活習慣状況調査」で複数

回答を求めた。また，栄養摂取状況調査の方法とし

て「国民健康・栄養調査方式（半秤量食事記録法）」，

「簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ）」，「その

他」，「未実施」から回答を求め，栄養摂取状況調査

の調査日数を尋ねた。身体状況調査又は栄養摂取状

況調査について，対象地区数を尋ね，対象地区の内

訳を「国民健康・栄養調査の対象地区のみ」，「国民

健康・栄養調査地区に上乗せした地区を対象」，「自

治体のみで抽出した地区を対象」，「その他」から尋

ねた。また，調査地区の抽出法は「クラスター層化

無作為抽出」，「単純無作為抽出」，「系統抽出」，「集

落抽出」，「有意抽出」，「その他」から尋ねた。

都道府県民健康・栄養調査の結果について，集計

結果の公表の有無を尋ね，集計結果の公表「有」と

回答した場合に，その公表方法を「ホームページ」，

「報告書（印刷物）」，「その他」から尋ねた。また，

調査データの公開について，「条件付きで公開して

いる」と「公開していない」を尋ね，「条件付きで

公開している」と回答した場合にその公開内容につ

いて，「大学等の研究機関への提供が可能な場合が

ある」，「情報開示請求等の申請により判断」，「その

他」から回答を求めた。都道府県民健康・栄養調査

結果の活用について，「健康増進計画の策定・評

価」，「食育計画の策定・評価」，「医療費適正化計画

の策定・評価」，「その他の自治体の計画策定・評

価」，「自治体の施策の企画・評価」，「その他」から

複数回答を求めた。

3) 都道府県民健康・栄養調査の実施状況および

各種計画の評価への影響

新型コロナウイルス感染症の影響により，国民健

康・栄養調査が中止された2020年度および2021年度

に予定されていた都道府県民健康・栄養調査につい

て，「予定通りの内容で実施する（した）」，「内容を

一部変更して実施する（した）」，「中止する（した）」，

「未定」，「その他」から回答を求めた。また，2020

年度または2021年度の調査を「中止する（した）」

と回答した場合に，自治体の健康増進計画や食育計

画等の各種計画の評価について，「数値把握不能と

し，数値評価は行わず計画評価を実施する（し

た）」，「各種計画期間を延長する（した）」，「別にア

ンケート調査等を実施して計画評価を行う（行っ

た）」「その他」から複数回答を求めた。また，都道

府県の各種計画の評価に係る問題点について，自由

記載にて回答を求めた。

4) 今後の都道府県民健康・栄養調査の変更予定

新型コロナウイルス感染症蔓延等の影響を踏ま

え，次回実施予定の都道府県民健康・栄養調査につ

いて，身体状況調査を「対象地区または世帯数を減

少して実施する」，「調査会場を予約制にする等，人

数制限をして実施する」，「調査項目を減らして実施

する」，「集合形式ではなく家庭訪問により実施す

る」，「身長や体重，血圧等自己申告により実施す

る」，「その他」，「変更する予定はない」，「未定」か
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表 都道府県民健康・栄養調査の実施状況

調査実施有
()

調査実施無
()

計
()

都道府県民健康・
栄養調査の実施 44(93.6) 3(6.4) 47(100)

直近の実施時期 自治体数（)

2013年度 1(2.3)

2014年度 1(2.3)

2015年度 6(13.6)

2016年度 30(68.2)

2017年度 2(4.5)

2018年度 0(0.0)

2019年度 2(4.5)

2020年度 2(4.5)

計 44(100)

無の 1 自治体は国民健康・栄養調査結果を活用し都

道府県民健康・栄養調査結果としている。1 自治体

は新規に実施予定であったが，令和 2 年度および令

和 3 年度に中止としたため，実施無とした。

都道府県民健康・栄養調査の実施が有と回答した44

自治体を対象とした。
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ら複数回答を求めた。栄養摂取状況調査は「対象地

区または世帯数を減少して実施する」，「集合形式で

はなく家庭訪問により実施する」，「集合形式ではな

く郵送法により実施，電話等で確認する」「その

他」，「変更する予定はない」，「未定」から尋ねた。

生活習慣状況調査は，「郵送法により実施する」，

「インターネットを活用した WEB 調査を実施す

る」，「その他」，「変更する予定はない」，「未定」か

ら複数回答を求めた。都道府県民健康・栄養調査を

実施する保健所職員の負担軽減のための措置とし

て，「身体状況調査を外部委託にて実施する」，「栄

養摂取状況調査を外部委託にて実施する」，「調査に

係る雇いあげ人員を増員して実施する」，「複数の保

健所職員や保健所外の職員による応援にて実施す

る」，「その他」，「変更する予定はない」，「未定」か

ら複数回答を求めた。

. データ処理

基本統計の結果に示した割合は，すべて有効回答

数を分母に用いた。選択肢にない数値の誤回答およ

び空欄の無回答は，欠損として集計から除いた。す

べての統計処理には Microsoft Excel 2019を使用し

た。また，新型コロナウイルスの影響による都道府

県の各種計画の評価に係る問題点について，自由記

載から得られた回答内容を，研究者 2 人が別々にカ

テゴリ化を行った。具体的には，文字データを各種

計画評価に関する問題点に関し，意味のまとまりご

とに区切り，類似性の高いものをまとめてカテゴリ

とした。2 人の意見を統一して，最終的な問題点に

関するカテゴリとした。

. 倫理的配慮

本調査は，自治体の健康・栄養調査の実施状況や

健康増進計画等の各種計画の評価等への影響を分析

対象としており，人を対象としていないことから，

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針」の適用範囲ではない。また，調査の実施に

あたっては，各都道府県あてに調査の目的および都

道府県が特定される集計や報告は行わない旨を書面

で説明し，回答をもって調査への同意とした。な

お，本調査は，女子栄養大学倫理審査委員会の承認

（2021年 9 月22日，第356号）のもとに実施した。

 結 果

. 回収率と実施状況（表 1）

47都道府県のうち，47都道府県（回収率100）

から回答が得られた。都道府県による健康・栄養調

査を実施しているのは，44自治体（93.6）であっ

た。また，直近の調査は2013年度から2020年度まで

の期間で実施されており，2016年度が30自治体

（68.2）と，最も多く実施していた。

. 都道府県民健康・栄養調査の実施内容につい

て（表 2）

都道府県民健康・栄養調査を実施している44自治

体のうち，国民健康・栄養調査と同様に，身体状況

調査と栄養摂取状況調査，生活習慣状況調査の 3 つ

とも実施していたのは，32自治体（72.7）であっ

た。栄養摂取状況調査と生活習慣状況調査の 2 つを

実施していたのは，8 自治体（18.1），生活習慣

状況調査のみ実施していたのは，4 自治体（9.0）

であった。また，栄養摂取状況調査の実施方法につ

いて，栄養摂取状況調査を実施している40自治体の

うち，半秤量食事記録法である「国民健康・栄養調

査方式」を実施している自治体は， 35自治体

（87.5）であった。その他，「簡易型自記式食事歴

法質問票（BDHQ）」は，3 自治体（7.5）であっ

た。国民健康・栄養調査方式と食物摂取頻度調査の

2 つを実施した自治体は，1 自治体（2.5）で，国

民健康・栄養調査方式と簡易型自記式食事歴法質問

票（BDHQ）の 2 つを実施した自治体は，1（2.5）

自治体であった。栄養摂取状況調査の日数につい

て，国民健康・栄養調査と同様の「1 日」は33自治

体（82.5）であった。「1 日および一部世帯を複

数日」調査していた自治体は，3 自治体（7.5）

で「全世帯の複数日調査」を実施していた自治体は，

3 自治体（7.5），「1 か月程度」の習慣的な食物摂

取頻度を調査していた自治体，1 自治体（2.5）
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表 都道府県民健康・栄養調査の実施内容

身体状況
調査

栄養摂取
状況調査

生活習慣
状況調査

計
()

実施有 実施有 実施有 32(72.7)

実施無 実施有 実施有 8(18.1)

実施無 実施無 実施有 4(9.0)

栄養摂取状況調査の方法 自治体数()

国民健康・栄養調査方式 35(87.5)

簡易型自記式食事歴法質問票
（BDHQ) 3(7.5)

国民健康・栄養調査方式＋食物摂取
頻度調査法 1(2.5)

国民健康・栄養調査方式＋簡易型自
記式食事歴法質問票（BDHQ) 1(2.5)

計 40(100)

栄養摂取状況調査の日数 自治体数()

1 日 33(82.5)

1 日および複数日（一部世帯) 3(7.5)

複数日（2 日) 3(7.5)

習慣（ほぼ 1 か月) 1(2.5)

計 40(100)

栄養摂取状況調査を実施すると回答した40自治体

の回答数を対象とした。

半秤量食事記録法

BDHQ: brief-type self-administered diet history

questionnaire

表 都道府県民健康・栄養調査地区の設定状況

対象地区数 10～12地区 13～19地区 20～26地区 30～38地区 50地区以上 その他 無回答 計()

身体状況調査 8(25.0) 9(28.1) 7(21.9) 6(18.7) 2(6.3) 0(0.0) 0(0.0) 32(100)

栄養摂取状況調査 8(20.0) 13(32.5) 7(17.5) 7(17.5) 3(7.5) 1(2.5) 1(2.5) 40(100)

調査対象地区の内訳 自治体数（)

国民健康・栄養調査の対象地区のみ 4(10.0)

国民健康・栄養調査地区に上乗せした地区を対象 29(72.5)

自治体のみで抽出した地区を対象（国栄調査地区は含まない) 4(10.0)

その他 3(7.5)

計 40(100)

調査地区の抽出法 自治体数（)

クラスター層化無作為抽出 28(70.0)

単純無作為抽出 4(10.0)

系統抽出 0(0.0)

集落抽出 0(0.0)

有意抽出 2(5.0)

その他 6(15.0)

計 40(100)

栄養摂取状況調査を実施すると回答した40自治体の回答数を対象とした。

国民健康・栄養調査の調査地区抽出法と同じ方法。

調査地区ではなく調査世帯数を対象と回答したもの。
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であった。

. 都道府県民健康・栄養調査地区の設定状況お

よび調査結果の公表について（表 3，表 4）

身体状況調査を実施している32自治体の対象地区

数は，「13～19地区」が 9 自治体（28.1）と最も

多く，次に，「10～12地区」の 8 自治体（25.0），

「20～26地区」の 7 自治体（21.9）の順であった。

栄養摂取状況調査を実施している40自治体の対象地

区数は，「13～19地区」が13自治体（32.5）と最

も多く，次に「10～12地区」の 8 自治体（20.0）

の順であった。また，栄養摂取状況調査を実施して

いる40自治体の調査対象地区について，「国民健康・

栄養調査の対象地区に上乗せをした地区」を対象と

した自治体は，29（72.5）であった。なお，調査

対象地区の抽出法は，国民健康・栄養調査と同様の

「クラスター層化無作為抽出」が28自治体（70.0）

と最も多かった（表 3）。

都道府県民健康・栄養調査を実施している44自治

体すべてが調査結果を公表しており，「ホームペー

ジで公表する」自治体は39（88.6），「報告書によ

る公表」は36自治体（81.8）であった。調査デー

タの公開について，「条件付きで公開している」自

治体は25（56.8），「非公開」の自治体は19（43.2）

であった（表 4）。また，表には示していないが，

条件付きで公開している自治体のうち，「大学等の
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表 都道府県民健康・栄養調査結果の公表

公表有
()

公表無
()

計
()

調査結果の公表 44(100) 0(0.0) 44(100)

公表の方法
公表有
()

公表無
()

計
()

ホームページ 39(88.6) 5(11.4) 44(100)

報告書（印刷物) 36(81.8) 8(18.2) 44(100)

その他 1(2.3) 43(97.7) 44(100)

調査結果の活用 活用有
()

活用無
()

計
()

健康増進計画の策定・
評価 44(100) 0(0.0) 44(100)

食育計画の策定・評価 37(84.1) 7(15.9) 44(100)

医療費適正化計画の策
定・評価 19(43.2) 25(56.8) 44(100)

その他の自治体の計画
策定・評価 30(68.2) 14(31.8) 44(100)

自治体の施策の企画・
評価 30(68.2) 14(31.8) 44(100)

その他 2(4.5) 42(95.5) 44(100)

条件付き
で公開
()

非公開
()

計
()

調査データの公開 25(56.8) 19(43.2) 44(100)

調査結果の公表が有と回答した44自治体を対象とし

た。

表 新型コロナウイルス感染症蔓延による都道府県民健康・栄養調査の影響

調 査 年 度

実 施 予 定 実 施 状 況

なし
()

あり
()

計
()

予定通り
実施（)

内容を変更し
て実施（)

中止
()

計
()

2020年度 26(59.0) 18(41.0) 44(100) 2(11.1) 0(0.0) 16(88.9) 18(100)

2021年度 13(29.5) 31(70.5) 44(100) 4(12.9) 5(16.1) 22(71.0) 31(100)

2020年度に中止し2021年度に延期 28(63.6) 16(36.4) 44(100) 0(0.0) 3(18.7) 13(81.3) 16(100)

2020年度および2021年度に調査中止した自治体の各種計画の評価状況（N＝13) 評価有（) 評価無（)

数値把握不能等とし，数値での評価は行わず計画評価を実施する（実施した) 0(0.0) 13(100)

各種計画期間を延長する（延長した) 8(61.5) 5(38.5)

別にアンケート調査等を実施して計画評価を行う（行った) 0(0.0) 13(100)

その他 7(53.8) 5(46.2)
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研究機関への提供が可能な場合がある」と回答した

自治体は13（52.0）で，「情報開示請求等の申請

により判断する」と回答した自治体は，13（52.0）

であった。

. 新型コロナウイルス感染症蔓延による都道府

県民健康・栄養調査の影響について（表 5，

表 6）

新型コロナウイルス感染症の蔓延がみられた2020

年度に調査を予定していた自治体は，18（41.0）

であった。このうち，「予定通りの内容で実施した」

自治体は 2（11.1），「内容を変更して実施した」

自治体は 0（0.0），「中止した」自治体は16（88.9）

であった。また，2021年度に調査を予定していた自

治体は，31（70.5）で，このうち，「予定通りの

内容で実施した」自治体は 4（12.9），「内容を一

部変更して実施した」自治体は 5（16.1），「中止

した」自治体は，22（71.0）であった。なお，

2020年度または2021年度に調査を中止した自治体は，

38自治体あった。さらに，2020年度に調査を中止し

2021年度に延期した16自治体のうち，2021年度も

「中止した」自治体は，13（81.3）で残りの3自治

体（18.7）は，内容を一部変更し，表には示して

いないが生活習慣状況調査のみを実施していた。

2020年度および2021年度の 2 か年とも調査を中止し

た13自治体の各種計画の評価状況は，「各種計画期

間を延長する」と回答した自治体は 8（61.5），

「その他」が 7 自治体（53.8）（表 5）。表には示

していないがその他の内容は，「令和 4 年度に調査

を延期する」が 4 自治体で，「令和元年度までの国

民健康・栄養調査の都道府県分の結果を数年分まと

めて評価するか検討する」が 2 自治体，「未定」が

1 自治体であった。

2020年度または2021年度に，都道府県民健康・栄

養調査を中止または延期したと回答した38自治体の

うち，都道府県の各種計画評価に関する問題点につ

いての自由記載があった，22自治体の記載内容から

導き出されたテーマは，「経年評価」，「ライフスタ

イル変化」，「評価期間短縮」，「全国比較」，「現状調

査の課題」，「各種計画への影響」の 6 つであった。

また，カテゴリは，「調査法の変更に伴う経年評価

が不可能になる」，「コロナ禍でのライフスタイル変

化の影響が想定される」，「評価に影響はないが評価
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表 自由記載から得られた各種計画評価に関する問題点カテゴリおよび記載例

テーマ カ テ ゴ リ 出現数 記 載 例

経年評価
調査法の変更に伴う経年評価が不可能

になる
2

確実に調査を実施するために，対象者の負

担，保健所の稼働等を考慮し，BDHQ の導

入を検討したいが，その場合，得られるデー

タがこれまでのものと異なる。

ライフスタイル変化
コロナ禍でのライフスタイル変化の影

響が想定される
3

調査を行ったとしても新型コロナウイルス感

染症の影響によるライフスタイルの変化を含

んでしまうと考えられるため，各種計画によ

る評価がしづらい

評価期間短縮
評価に影響はないが評価期間が短縮と

なる
8

調査時期が延期となったため，計画の評価，

次期計画の策定に係る検討時間が短くなった

全国比較
国民健康・栄養調査中止により全国比

較が不可能である
3

国民健康栄養調査の拡大調査が中止されたた

め，全国の状況と比較することができない項

目がある。

現状調査の課題
コロナ禍での現状の調査法の実施に課

題がある
4

対面調査等ができない場合，協力率の低下や

データの精度管理に懸念がある

各種計画への影響 各種計画の指標設定に影響する 2
計画によっては計画周期と調査周期にずれが

発生する。

2020年度または2021年度に都道府県民健康・栄養調査を中止または延期したと回答した38自治体から記載があった
ものを対象とした。

表 今後の都道府県民健康・栄養調査方法に係る変更予定状況

変 更 方 法 該当() 非該当()

身体状況調査

(N＝32)

対象地区または世帯数を減少して実施する 0(0.0) 32(100)

調査会場を予約制にする等，人数制限をして実施する 1(3.1) 31(96.9)

調査項目を減らして実施する（血液検査の中止等) 4(12.5) 28(87.5)

集合形式ではなく家庭訪問により実施する 0(0.0) 32(100)

身長や体重，血圧等，自己申告により実施する 5(15.6) 27(84.4)

その他 3(9.4) 29(90.6)

変更する予定はない 6(18.8) 26(78.2)

未定 18(56.3) 14(43.7)

栄養摂取状況調査

(N＝40)

対象地区または世帯数を減少して実施する 2(5.0) 38(95.0)

集合形式ではなく家庭訪問により実施する 2(5.0) 38(95.0)

集合形式ではなく郵送法により実施，電話等で確認する 5(12.5) 35(87.5)

その他 6(15.0) 34(85.0)

変更する予定はない 12(30.0) 28(70.0)

未定 19(47.5) 21(52.5)

生活習慣状況調査

(N＝44)

郵送法により実施する 6(13.6) 38(86.4)

インターネットを活用した WEB 調査を実施する 6(13.6) 38(86.4)

その他 3(6.8) 41(93.2)

変更する予定はない 13(29.5) 31(70.5)

未定 18(40.9) 26(59.1)

保健所職員の負担

軽減のための措置

(N＝44)

身体状況調査を外部委託にて実施する 3(6.8) 41(93.2)

栄養摂取状況調査を外部委託にて実施する 2(4.5) 42(95.5)

調査に係る雇いあげ人員を増員して実施する 9(20.5) 35(79.5)

複数の保健所職員や保健所外の職員による応援にて実施する 3(6.8) 41(93.2)

その他 10(22.7) 34(77.3)

変更する予定はない 5(11.4) 39(88.6)

未定 20(45.5) 24(54.5)
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期間が短縮となる」，「国民健康・栄養調査中止によ

り全国比較が不可能である」，「各種計画の指標設定

に影響する」があげられた。テーマおよびカテゴリ

の記載例は表 6 のとおりである（表 6）。

. 今後の都道府県民健康・栄養調査方法に係る

変更予定について（表 7）

身体状況調査を実施する32自治体のうち，今後の

調査方法について，「変更する予定はない」と回答

した自治体は 6（18.8），「未定」は18（56.3）

であった。変更予定の内容は，「身長や体重，血圧

等，自己申告により実施する」が 5（15.6），「血

液検査の中止等調査項目を減らして実施する」が 4

（12.5）であった。栄養摂取状況調査を実施する

40自治体について，「変更する予定はない」と回答

した自治体は12（30.0），「未定」は19（47.5）

であった。変更予定の内容は，「集合形式ではなく

郵送法により実施，電話等で確認する」が 5

（12.5）であった。生活習慣状況調査を実施する

44自治体について，「変更する予定はない」と回答

した自治体は13（29.5），「未定」は18（40.9）

であった。変更予定の内容は，「インターネットを

活用した WEB 調査を実施する」が 6（13.6），

「郵送法により実施する」が 6（13.6）であった。

都道府県民健康・栄養調査を実施する保健所職員

の負担軽減のための措置について，調査を実施する

と回答した44自治体のうち，「変更する予定はない」

と回答した自治体は 5（11.4），「未定」は20

（45.5）であった。その他，「調査に係る雇いあげ

人員を増員して実施する」が 9（20.5），「身体状

況調査を外部委託にて実施する」3（6.8），「栄養

摂取状況調査を外部委託にて実施する」2（4.5）

などがあげられた（表 7）。

 考 察

本稿では，新型コロナウイルス感染症蔓延下にお

ける都道府県民健康・栄養調査の実施または計画状

況を調査し，健康増進計画等の住民の健康増進の推

進に関する施策への影響について明らかにすること

を目的に調査を行った。

. 都道府県における健康・栄養調査の実施状況

都道府県において，44自治体（93.6）が都道府

県民健康・栄養調査を実施していた。実施時期は自

治体により様々であるが，2016年度が30自治体

（68.2）と最も多く，また調査対象地区について

は，29自治体（72.5）が国民健康・栄養調査地区

に上乗せした地区を対象に実施していた。国民健

康・栄養調査において，調査地区を拡大した大規模

調査が，2012年度と2016年度に実施されていること

から9,10)，都道府県民健康・栄養調査が，大規模調

査にあわせて実施されたものと考えられる。栄養摂

取状況調査についても，栄養摂取状況調査を実施す

る40自治体のうち，国民健康・栄養調査と同様の方

法である半秤量食事記録法で実施する自治体が35

（87.5）と多く，調査日数も，国民健康・栄養調

査と同じ 1 日で実施する自治体が33（82.5）と，

多くの自治体が国民健康・栄養調査と同様の方法で

実施をしていた。なお，すべての都道府県におい

て，健康日本21（第二次）を勘案した健康増進計画

が立案され，47都道府県のうち，8 割以上にあたる

38都道府県以上で，健康日本21（第二次）と同様も

しくは類似した目標が，24項目設定されていること

から11)，全国の指標を比較するために，都道府県民

健康・栄養調査は国民健康・栄養調査と同じ方式を

とる自治体が多いと考えられる。

一方，栄養摂取状況調査において，習慣的な摂取

量を把握することを目的に，国民健康・栄養調査方

式の調査を複数日または一部の世帯のみ複数日で調

査する自治体も 6 自治体（15.0）あり，国民健康・

栄養調査方式以外の調査法で実施する自治体が 3

（7.5），国民健康・栄養調査方式に食物摂取頻度

調査法や簡易型自記式食事歴法を組み合わせて調査

する自治体が 2 自治体（5.0）と，都道府県が独

自に実施している場合もみられた。

. 都道府県民健康・栄養調査および各種計画評

価への影響

国民健康・栄養調査が中止となった2020年度およ

び2021年度において，都道府県も同様に健康・栄養

調査を中止した自治体が多かった。これは，都道府

県民健康・栄養調査地区を国民健康・栄養調査地区

に上乗せした地区で実施していることや，調査を実

施する保健所職員の業務が，新型コロナウイルス感

染症の影響によりひっ迫していること，新型コロナ

ウイルス感染症蔓延防止のため，対面による調査が

実施困難であることなどが考えられる。従来，身体

状況調査や栄養摂取状況調査は，対面による調査が

実施されてきたことから，対面による調査法の変更

による協力率や，精度管理に与える影響が懸念され

る。また，これまでと異なる調査方法への変更によ

り，指標によっては，都道府県の各種計画の指標に

おいて，経年変化の検討が不可能となることや，国

民健康・栄養調査方式をとらなくなることで，全国

との比較ができないといった課題がある。そのため，

2022年度以降の調査について，身体状況調査や栄養

摂取状況調査，生活習慣状況調査の調査方法の変更

について，「未定」と回答した自治体がそれぞれの

調査で最も多く，国民健康・栄養調査の実施方針を
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踏まえ，今後の調査方針を検討する自治体が多いこ

とが考えられる。このことから，調査方法の変更に

際して，過去の調査との比較可能性を検証すると

いった自治体のニーズに応える研究の推進が望まれ

る。

また，都道府県の各種計画評価に関する問題点に

ついて，「コロナ禍でのライフスタイル変化の影響

が想定される」とあげる自治体があったが（表 6），

新型コロナウイルス感染症流行下において，先行研

究のレビューでは，体重の増加や，運動の減少が報

告され，野菜や果物の生鮮食品や，家庭料理が増加

し食事の質が改善された報告がある一方で，魚や生

鮮食品の減少や，お菓子や加工食品の増加が報告さ

れている12,13)。国内での先行研究では，新型コロナ

ウイルス感染症による世帯収入が減少した群は，変

化なし群と比較し，外食頻度が減少し，調理頻度や

中食頻度，子どもとの共食頻度が増加した報告

や14)，在宅勤務者は，朝食欠食頻度や，単独の食事

摂取頻度の増加が報告されており15)，我が国におい

ても，新型コロナウイルス感染症の影響による生活

習慣の変化が予想される。都道府県民健康・栄養調

査の再開後の結果は，これらの変化を留意し評価を

行い，公衆衛生施策へ反映する必要がある。日本公

衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会

としても継続的に実施状況を把握し，今後の調査の

あり方についても海外や国内の良好な事例を科学的

に検証し，周知する役割が期待されていると考える。

 結 語

都道府県で策定される健康増進計画等の各種計画

の指標を把握することを目的に，ほとんどの自治体

で都道府県民健康・栄養調査が実施されていた。ま

た，全国との比較ができるよう国民健康・栄養調査

と同じ方式で実施する自治体が多かった。新型コロ

ナウイルス感染症の影響により，国民健康・栄養調

査と同様に調査を中止する都道府県が多く，今後の

調査についても，未定と回答する自治体が多かった。

本調査にあたり，都道府県健康づくり・栄養主管課に

御協力いただき感謝申し上げる。なお，本調査は日本公

衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会生活

習慣病・公衆栄養グループ活動の一環として実施した。

活動にあたり，全国衛生部長会および日本公衆衛生協会

に御協力いただき感謝申し上げる。

本調査結果は，第80回日本公衆衛生学会総会において

発表し，日本公衆衛生学会ウェブサイトにおいて調査報

告書を掲載した。

なお，本研究に関連し開示すべき COI 状態はない。
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